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日本年金機構は、国（厚生労働大臣）から委任・委託を受けて公的年金制度の運営業務を行っています。

http://www.nenkin.go.jp/
〈平成２6年11月作成〉 14111012008

年金加入や年金受け取りのために

退職後の
年金手続きガイド

























⑫第3章　年金相談サービス

備考 3 社会保障・税一体改革における年金関連法の主な内容と施行日について

1. 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律
）号26第律法年42成平（    

平成24年8月22日に公布された法律

備考 4 あなたの年金記録をもう一度ご確認ください。
日本年金機構では年金記録問題の解決に向けて、これまで被保険者の方や受給者の方に「ねんきん特別
便」などをお送りして、ご自身の年金記録に「もれ」や「誤り」がないかどうか確認をお願いしてまいりまし
た。しかし、未だ約2,100万件の持ち主が確認できていない記録が残っています。ご自身の年金記録に「も
れ」や「誤り」があると思われる方は、お近くの年金事務所にご相談ください。
なお、ご自身の年金記録の確認方法については、これまでにお送りした「ねんきん特別便」や「ねんきん定
期便」で確認できるほか、「ねんきんネット」でも確認することができます。また、「ねんきんネット」では、
持ち主の確認できない記録（未統合記録）を検索することもできますので、ぜひ、ご利用ください（詳しく
はＰ10をご覧ください）。

① 年金の受給資格期間を現在の25年から10年に短縮する
② 基礎年金国庫負担2分の1を恒久化する年度を平成26年度と定める
③ 短時間労働者に対する厚生年金保険・健康保険の適用拡大を行う
④ 厚生年金保険、健康保険等について、産休期間中の保険料免除を行う
⑤ 遺族基礎年金の父子家庭への支給を行う

未定
平成26年4月1日
平成28年10月1日
平成26年4月1日
平成26年4月1日

改正法の主な内容 施行日

1. 国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律（平成24年法律第99号）

平成24年11月26日に公布された法律

年金額の特例水準（2.5％）について、平成25年度から27年度までの
3年間で解消する

改正法の主な内容 施行日

2. 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成24年法律第63号）

① 厚生年金に公務員及び私学教職員も加入し、
　 2階部分の年金は厚生年金に統一する
② 共済年金・厚生年金の保険料率（上限18.3%）を統一し、
 　制度の差異を解消する
③ 共済年金にある公的年金としての3階部分（職域部分）は廃止する

④ 追加費用削減のため、恩給期間に係る給付について27％引き下げる

平成27年10月1日

平成25年8月1日

改正法の主な内容 施行日

平成25年10月1日

2. 年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号）

年金受給者のうち、低所得高齢者・障害者等に福祉的な給付を行う 未定
法律の主な内容 施行日
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